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ており，1980 年の「林業従事者」は約 14 万 6 千人であ
ったのに対し，2015 年には約 4 万 5 千人となり，10 万
人程度減少している。林業と同様に，1980 年と 2015 年
の国勢調査から，農業と水産業の従事者の推移を算出す
ると，2015 年の「農業従事者」は 1980 年より約 351 万
人減少し，水産業は約 29 万人減少しており，労働者数
の減少は林業に限らず，農林水産業で共通の傾向である。
一方で，2017 年の森林・林業白書（林野庁 2018）によ
ると，林業の労働者の年齢構成は変化しており，林業従
事者総数に占める 35 歳未満の割合（若年者率）は，
1980 年に 9.8％であったのに対し，2015 年には 17.1％と
なり，約 8％増加している。農業と水産業の若年者率は
算出されていないため，森林・林業白書と同様の方法で，
職業分類上の「農業従事者」および「漁業従事者」から
若年者率を算出すると，農業は 12.9％（1980 年）から
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～ 181，2022．年齢・時代・コウホートが林業の従事者比率の増減に及ぼす影響を明らかにすることを目的に，1980 年から
2015 年の国勢調査の農林水産業の従事者数を APC 分析して，各因子の影響を推定した。その結果，農林水産業では年齢の影響
が強く，時代の影響は小さいことが分かった。年次によって，従事者比率を最も増加させる因子が異なり，2000 年以降の 75 歳
以上では，その因子はコウホートであり，35 歳未満は農林水産業によって異なる結果となった。35 歳未満において，増加因子が
異なるのは，1971 年以降に生まれた世代のコウホートの影響が農林水産業によって異なるためであった。特に，林業では 1971
年以降に生まれた世代はそれ以前に生まれた世代より林業に従事する比率が高いことが分かり，緑の雇用担い手育成対策事業と
いった若年者への就業支援策の効果があったと示唆された。また，林業において，1971 年以降に生まれた世代のコウホートの影
響に性差がなかったことから，性別を問わず，就業支援策の効果があったと考えられる。これらの成果は林業の就業支援に関す
る政策に貢献できる。
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1．はじめに
林業の労働力や供給量を予測するには，林業労働者数

の把握は必要不可欠な要素である。その労働者数に関す
る長期的な統計資料としては，国勢調査や労働者災害補
償保険事業年報，労働力調査がある。使用目的によって，
林業の労働者数として使用する統計資料が異なり，厚生
労働省が公表している労働災害の指標である死傷年千人
率では労働力調査（2011年までは労働者災害補償保険事
業年報）を林業の労働者数として用い，農林水産省や林
野庁では労働者数として国勢調査を用いている。国勢調
査の林業労働者数に関する統計には，産業分類上の「林
業」の就業者数と職業分類上の「林業従事者」があり，
林野庁および農林水産省では前者を林業就業者数とし，
後者を林業従事者数と分けている。2020年の森林・林業
白書（林野庁2021）に「林業従事者」の推移が掲載され
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標として，「林業」の就業者と「林業従事者」がある。
2007年に「日本標準産業分類」が改定され，それに伴い
国勢調査の産業分類が変更されたことにより，2010年以
降の「林業」の就業者にはそれ以前に含まれていなかっ
たと考えられる森林組合の雇用者が含まれている（林・
永田2012）。このため，「林業」の就業者数の連続性は乏
しく，経年変化の分析対象としては適していない。この
ような状況から，林業の労働者数に関する近年の研究で
は「林業従事者」を用いる事例がある（田村 2020）。本
研究でも数値の連続性を重視し，「林業従事者」を分析
に用いる。「林業従事者」は1980年から現出し，15歳か
ら 84 歳までを 5 歳階級で整理したデータと，それ以上
の年齢を「85 歳以上」の階級としたデータの合計 15 階
級のデータが取得可能である。85歳以上の年齢階級には，
前調査年次に80～ 84歳階級であった「林業従事者」と，
前調査年次で 85 歳階級以上であった「林業従事者」（調
査年次では 90 歳以上）が含まれるため，85 歳以下の 5
歳階級の年齢階級と 85 歳以上の年齢階級とでは性質が
異なる。APC 分析を実施した林ら（2017）では，「90 歳
以上の「林業作業者」は数も少ないので，彼らが畳み込
まれていることによる影響は少ない」と考え，対象年齢
階級を15階級として分析している。既往の文献に準拠し，
本研究でも対象年齢を 15 階級とし，対象期間は 1980 年
から現在公開されている 2015 年までの 8 年次とする。
生まれた世代を表すコウホート数は年齢階級数と時代数
の和から 1 を引いた数になるため，本研究のコウホート
数は 22 となる。「林業従事者」は性別ごとに整理されて
おり，本研究では男性，女性および両性の合計（両性の
合計の従事者を以下，全体従事者と呼ぶ）の 3 種の「林
業従事者」を分析に用いる。国勢調査で得た各年齢階級
の男性人口，女性人口および両性の合計と林業従事者か
ら，各性別の従事者比率と全体従事者比率を算出した。
比較用の農業および水産業も林業と同様に，1980年以降
の「農業従事者」および「漁業従事者」の男性，女性お
よび全体を分析に用いた。
2.2　APC分析手法

本研究で使用する国勢調査は 85 歳以上が 5 歳階級で
はないものの，その数が少ないことから本研究では標準
コウホート表と捉える。標準コウホート表は「観察・調
査される年次間隔と対象事象の年齢区分が一致している
コウホート表のこと」（田村 2020）で，対角線上は同一
コウホートの加齢による変化を表している。ここで，年
齢階級が H 個あり，調査した年次が I 回，生まれた世代
であるコウホートが J 個（J = H + I - 1）ある標準コウ
ホート表があった場合，APC分析では h（h = 1, 2. ··· , H）
番目の年齢階級の i（i = 1, 2. ··· , I）番目の調査年次にお
ける統計値 y

hi
と各因子の影響との関係は（1）式で表さ

れる。ただし，（1）式では連立方程式を解くことができ
ないため，（2）式の通り，各影響に零和制約を課す。

7.4％（2015 年）に推移し，水産業は 25.2％（1980 年）
から 13.7％（2015 年）に推移しており，両産業とも若年
者率は減少している。若年者率の増加は農業や水産業に
はない林業の特徴である。今後，少子高齢化が進むと予
想される日本において，若年者率の増加要因や労働者数
の増減に影響に及ぼす因子を明らかにすることは，林業
の労働力や供給量の将来予測を実施するうえで重要にな
ると考えられる。

労働者数といった時間に伴う増減に対し，その増減要
因を分析する手法にコウホート分析やAPC（age-period-
cohort）分析がある。林業労働者数のコウホート分析は，
永田・寺下（1991）や寺下・永田（1994），田村ら（1998，
1999），林・永田（2012），田村（2020）などがあり，林
業労働者の動向分析が行われている。コウホート分析は
同一コウホートの年齢による変化から，その変化の傾向
を分析する手法である。一方，APC 分析は複数の年齢
階級の時系列変化の要因を，年齢，時代，生まれた世代
を表すコウホートに分解し，各要因の影響を定量化する
手法である。APC 分析による研究は，社会学（金ら
2020，奥井 2020，田中ら2007，森ら 2004など）や医学（内
田ら 2008，丸尾・磯 2015，歌田ら 2009）で用いられて
おり，林業に APC 分析を適用した研究としては林ら

（2017）が挙げられる。林ら（2017）は 1980 年から 2010
年の国勢調査の「林業従事者」の増減に焦点を当て，従
事者数の増減要因を年齢，時代，コウホートに分解した
結果，年齢の影響がほかの因子より大きいことを明らか
にしている。既往の研究では林業従事者数を対象として
いたが，少子高齢化社会の日本では，調査年次によって
日本の年齢構成が変化している。国勢調査によると，35
歳未満の人口は 1980 年の約 3,590 万人から 2015 年には
2,570 万人と 29% 減少している。一方で，高齢化率の計
算に用いる65歳以上の人口は約1,060万人（1980年）か
ら約3,350万人（2015年）となり，約214%増加している。
このように「林業従事者」の母集団となる人口の経年変
化は年齢階級によって異なることから，各調査年次の人
口構成を考慮した APC 分析を行うことで，林業労働者
数に影響を及ぼす要因に関する新たな特性が得られる可
能性がある。

そこで，本研究では国勢調査の各年齢階級の人口に占
める「林業従事者」の比率に対し，APC 分析を行い，
林業従事者比率に影響を及ぼす要因を明確にすることを
目的とする。APC 分析で得た年齢，時代，コウホート
の各因子の影響を評価するために，林業と類似の労働環
境である農業と水産業においても同様の APC 分析を行
い，各産業の従事者比率の増減に及ぼす影響を産業間で
比較することで，林業の特性を明らかにする。

2．方法
2.1　用いた資料

国勢調査（総務省2020）には林業の労働者数を示す指
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両手法とも複雑な計算を要するが，ベイズ統計モデル
においては，コンピュータの計算能力の向上と効率的な
計算手法の開発により，複雑なモデル分析が可能である
ことから，本研究ではベイズ統計モデルを用い，既往の
文献（小森2019）に従い，標準偏差の分布は半コーシー
分布とした。
2.3　統計モデルと評価方法

本研究では階層性のあるベイズ統計モデルを用いる。
まず，年齢，時代，コウホートは「各産業の従事者」の
絶対値に影響を及ぼすのではなく，各年齢階級の人口に
占める「各産業の従事者」の真の比率に影響を及ぼして
いると考える。さらに，国勢調査の各年齢階級の「各産
業の従事者」数は，国勢調査で得た各年齢階級の人口と，
真の比率をパラメータとする二項分布から得られたと仮
定する（5式）。

y
hi
～ Binomial(n

hi
, π

hi
)     　（5）

y
hi
：i 回目の調査年次における h 番目の年齢階級の林

業労働者数（国勢調査の各年齢階級の「各産業の従事者」
数）

Binomial(n
hi
, π

hi
)：パラメータ n

hi
と π

hi
の二項分布

n
hi
：i 回目の調査年次における h 番目の年齢階級の人

口（国勢調査の各年齢階級の人口）
π

hi
：i 回目の調査年次における h 番目の年齢階級の各

産業の従事者の真の比率（各産業の労働者が占める真の
割合）

次に，各産業の従事者の真の比率（当該年齢階級の人
口に対して各産業の従事者が占める真の割合）π

hi
は 0

から 1 の間をとることから，π
hi
は年齢，時代，コウホ

ート，主効果を線形和としたロジスティック回帰曲線で
算出できることとする。したがって，π

hi
のロジットが

年齢 A
h
，時代 P

i
，コウホート C

j
，主効果 u の線形和と

なる（6～ 8式）。

      　（6）=
( )

      　（7）= A + P + C +

      　（8）ln = A + P + C +

年齢，時代，コウホートが従事者比率に及ぼす影響と
主効果は線形和であり，その線形和はロジスティックス
回帰曲線の変数になるため，主効果は各因子の影響がな
かった場合（すなわち年齢 A

h
，時代 P

i
，コウホート C

j

が 0）の従事者比率を表す。一方，年齢，時代，コウホ
ートの各影響は主効果から得られる従事者比率を増加さ
せる場合に正の値をとり，減少させる場合に負の値をと
る。したがって，ある調査年次の全ての年齢階級で比率

y
hi
=A

h
+P

i
+C

j
+u　　　　　　　　　　　　　　  　（1）

A
h
：h 番目の年齢階級が及ぼす影響

P
i
：i 回目の調査年次が及ぼす影響

C
j
：j 番目のコウホートが及ぼす影響

u：主効果（切片）

∑H

h=1Ah
 = ∑I

i=1Pi
 = ∑J

j=1Cj
 =0　　　　　　　　　　  （2）

林ら（2017）が説明している通り，上記の連立方程式
および零和制約では，各影響を一意に定められない識別
問題が発生する。これを解決する手法として，IE型やベ
イズ型等が提案されている。各手法の精度を検証した坂
口・中村（2019）や松本（2021）の実証によると，ベイ
ズ型の精度は高いことが示されている。このことから，
本研究ではベイズ型を用いる。ベイズ型は各影響の 1 次
階差の重み付き 2 乗和（3 式）を最小化させる，すなわ
ち隣り合う各影響は大きく変化せず，緩やかに変化し，
その変化はできるだけ小さくなると仮定して，識別問題
を解決する手法である。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　（3）1
σ

( − ) +
1
σ

( − ) +
1
σ

−

　　　　　　　：各影響の重み付けパラメータ， σ ， σ

㸦 σ ,σ ,σ 㸧
したがって，ベイズ型で各影響を推定するには，重み

付けパラメータ　　　　　　の推定が必要となる。中村
（1982）は直接法による重み付けパラメータの算定は困
難であるとし，反復法を用いて算定したパラメータの組
み合わせから，赤池のベイズ型情報量規準（ABIC）が
最小となる組み合わせを選択する方法を提案している。
一方，Schmid and Held（2007）はマルコフ連鎖モンテ
カルロ法（MCMC）とランダムウォークを用いたベイズ
統計モデルを提案している。この方法は隣り合う各影響
の変化量を，重み付けパラメータを標準偏差としたラン
ダムウォークで表現したもので，MCMC で反復させた
乱数値から得た重み付けパラメータの尤度より，各パラ
メータの分布を推定して，各影響を推定する方法である

（4式）。

      　 （4）

~ Normal( , )
~ Normal( , )
~ Normal( , )

Normal(A
h
, σ

A
)：平均値が A

h
で，標準偏差が σ

A
である正

規分布
Normal(P

i
, σ

P
)：平均値が P

i
で，標準偏差が σ

P
である正

規分布
Normal(C

j
, σ

C
)：平均値が C

j
で，標準偏差が σ

C
である正

規分布
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年齢，時代，コウホートが従事者比率に及ぼす影響を図－
1～ 3に示す。林業の年齢では34歳までが負の効果を持
ち，35 歳から 74 歳までが正の効果を，それ以上の年齢
階級では負の効果を持つ，一峰性の形状であった。農業，
水産業も一峰性の形状となったが，数値は異なった。年
齢の影響を林業と他の産業とで比較すると，24歳以下は
農業と同程度であり，75歳以上は水産業と同程度で，40

が増加した場合はその調査年次の時代の値が正を示す。
構築したベイズ統計モデルを産業別の男性従事者，女性
従事者，全体従事者に適用し，年齢・時代・コウホート
が各比率に及ぼす影響を分析した。

プログラミング言語である Python とベイズ統計ライ
ブラリのPyMC3からベイズ統計モデルを構築し，50万
回の乱数を生成したマルコフ連鎖を 3 本つくり，そこか
らパラメータの分布を推定した。本研究では，森林分野
で行われている方法（渡辺ら 2017，壁谷ら 2016）を参
考に，初期値の影響を取り除くために，1回目から10万
回目までは推定には使用せず，また，自己相関が生じる
可能性があることから，10 万回目以降の残りの 40 万回
に対し，80回ごとに収集したデータからパラメータおよ
び各影響の推定を行った。得られた各連鎖の軌跡が定常
状態に収束していることを目視で確認した。更に，シミ
ュレーションの収束指標である R-hat が全てのパラメー
タで 1 となった。R-hat は 1 に近いほど収束していると
判断され，1.1以下が収束の目安（Gelman et al. 2013）で
あることから，本研究による MCMC による推定は妥当
であると判断した。

3．結果と考察
3.1　 年齢・時代・コウホートが林業の従事者比率に及

ぼす影響
林業の全体従事者における主効果は -7.64 であり，農

業は -3.87 で，水産業は -6.51 であった。年齢 A
h
，時代

P
i
，コウホート C

j
を0とし，得られた主効果の推定値を

（6）式に代入すると，各因子の影響がなかった場合の各
産業の固有の比率を算出できる。本研究の場合は林業で
0.05% となり，農業で 2.00％，水産業で 0.15％であった。

図－ 1　年齢が各産業の従事者比率に及ぼす影響 図－ 3　コウホートが各産業の従事者比率に及ぼす影響

図－ 2　時代が各産業の従事者比率に及ぼす影響
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歳から 64 歳までは農業，水産業より高かった。林業の
時代の影響（図－2）は 1995年まで正の効果を持つもの
の，経年とともにその効果は低下し，2015 年は -0.44 で
あった。農業，水産業の時代の影響も林業と同様の傾向
にあり，産業による差は年齢の影響より小さい。林業の
コウホートの影響（図－ 3）は「1906 年～ 1910 年」に
生まれた世代から上昇し，「1931年～ 1935年」に生まれ
た世代から下降，その後 1946 年から 1970 年までは -0.5
～-0.4を推移し，その後上昇していた。「1901年～1905年」
に生まれた世代までは農業，水産業とも同様の数値であ
り，それ以降は産業によって異なった。1970年以前に生
まれた世代では林業のコウホートの影響は農業，水産業
より低い傾向にあったが，それ以降に生まれた世代では
林業のコウホートの影響が最も高い値を示した。年齢の
変動が大きく，時代の変動が小さい傾向は林業従事者の
絶対数の推移を分析した林ら（2017）と一致していた。

従事者比率は年齢，時代，コウホートの各因子と主効
果から算出され，各従事者比率に最も影響を及ぼす因子
は，調査年次や年齢階級によって異なる。そこで，調査
年次と年齢階級の組み合わせごとに得られた推定値が最
大となる因子を整理した（図－4）。図において，調査が
ない年次は直前の調査年次の結果を用いており，例えば
1980 ～ 84 年は 1980 年の結果を用いている。林業の 75
歳以上において，推定値が最大となった因子は，2000年
以降はコウホートであり，それ以前は時代であった。75
歳以上の高齢者において，最大因子の推移は産業によっ
て多少異なるが，概ね時代からコウホートに移り変わっ
ている。一方で，若年者（35歳未満）における最大因子
は産業によって傾向が異なる。林業は 1995 年以降，経
年とともに時代からコウホートに推移しているが，農業
は 2010 年までは時代であり，それ以降はコウホートに
なっており，水産業は「15 ～ 19 歳」のみ時代であり，
年次による変化は乏しい。

2000 年以降の農林水産業の 75 歳以上において，推定
値が最大となる因子はコウホートであり，35歳未満は産
業によって傾向が異なる結果となった。85歳以上の林業
従事者は年々増加傾向にあるものの，その人数は 250 人
未満と少なく，その世代に占める比率は 0.002 ～ 0.006％
と小さいことから，各世代の人口に占める比率が比較的
ある 75 歳から 84 歳（比率では 0.01 ～ 0.04％）までに焦
点を当てると，2000 ～ 2015 年までに 75 歳から 84 歳と
なる世代は，1916 ～ 1940 年に生まれた世代である。林
業におけるこれらの世代のコウホートは 1976 年以降の
世代に次いで高い世代である（図－3）。林ら（2017）で
も，1916 ～ 40 年に生まれた世代のコウホートは高い値
を示しており，本結果と一致している。コウホートが高
い 1916 ～ 40 年に生まれた世代は戦時中から 1960 年ま
でに成年となった世代である。農山村から都市部への就
職は 1960 年ごろから増加したと言われ（林ら 2017），
1916 ～ 40 年に生まれた世代は農山村からの都市部への

図－４　年齢と調査年次において，推定値が最大となる因子
　　　　上図：農業，中図：林業，下図：水産業
　　　　 年齢階級「85 歳以上」は便宜上，85 歳から 90 歳ま

でとしている
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ことを踏まえると，従事者比率に占めるコウホート効果
の割合は 20 代，30 代で大きく，緑の雇用事業などの若
年者への就業支援策の効果はあったと言える。一方で，
農業や水産業はコウホート効果が正にはならなかったも
のの，コウホート効果が増加した世代（農業では「1986
～ 90 年」に生まれた世代がピーク値であり，水産業は

「1981～ 85年」に生まれた世代がピーク）がある。緑の
雇用事業は新規就業者雇用事業と呼ばれ，新規就業者を
雇用する経営体が現地等の生産活動の場で，新規就業者
の安全教育・研修を行う場合に，研修費用を補助する事
業であり，農業や水産業も同様の事業がある。農業での
事業開始は 2008 年（農の雇用事業）からであり，水産
業では 2001 年（旧漁業就業者研修事業，現新規漁業就
業者確保事業）からである。両産業において，ピークと
なった世代は事業開始後に行われた国勢調査時（農業は
2010年の国勢調査であり，水産業は2005年の国勢調査）
に 20 代前半となった世代で，事業を活用できる世代で
ある。新規就業者雇用事業が始まったときに対象となっ
た世代のコウホート効果が増加しているため，農業と水
産業でも，緑の雇用事業と同様の事業による就業支援効
果があったと推測できるが，両産業ともそれ以降はコウ
ホート効果が減少している。このことから，林業は他の
産業に比べると，若年者への有効的な就業支援策が継続
して，実施できたと推察され，これが林業の若年者率の
増加につながったと考えられる。
3.2　 性別による年齢・時代・コウホートの影響力の違

い
林業従事者比率に性別ごとの年齢，時代，コウホート

が及ぼす影響を図－ 6 ～ 8 に示す。女性労働者が全体労
働者に占める割合は，1980 年には 16％であり，1990 年

集団就職が難しかった世代である。このため，1916 ～
40年に生まれた世代のコウホート効果が高いのは，農山
村への就職を選択した結果であると林ら（2017）は述べ
ている。図－ 3 より，1916 ～ 40 年に生まれた世代のコ
ウホートの影響が大きいのは林業だけでなく，農業，水
産業でも同様である。このことから，成年時に都市部へ
の就職が困難であった状況により，農山村での仕事を選
択したのは，林業に限らず，農林水産業に共通した現象
であったと考えられる。

一方，若年者は産業で異なる傾向を示したが，これは
1971年以降に生まれた世代のコウホートの影響力が産業
によって異なるためである。林業では 1971 年以降のコ
ウホートの効果が増加し，1976年以降に生まれた世代で
は正の効果となっているが，農業と水産業は正の効果に
はならず，また水産業のコウホートは農業より低い。林
業では就業支援策として，2003年に「緑の雇用」担い手
育成対策事業（以下，緑の雇用事業と呼ぶ）が始まり，
この事業以降，林業の新規就業者数は増加している（林
野庁 2019）。緑の雇用事業での就業者の年齢構成は，年
次によって異なるが，20 代，30 代が比較的多い（興梠
ら 2006，川﨑 2017，全国森林組合連合会 2015）。緑の雇
用事業開始後の 2005 年の国勢調査時において，コウホ
ート効果が正となった「1976 ～ 80 年」に生まれた世代
は当該年次に 20 代であり，緑の雇用事業を活用できる
世代である。このことから，緑の雇用事業といった若年
者への就業支援策が 1976 年以降に生まれた世代の従事
者比率を押し上げた結果，これらの世代のコウホート効
果が正となり，それ以前の世代のコウホート効果より高
くなったと考えられる。

1976年以降に生まれた世代のコウホート効果を明らか
にするために，緑の雇用事業開始以降の国勢調査（2005
年以降）において，1976年以降に生まれた世代のコウホ
ート効果の影響を受ける従事者比率に対し，コウホート
以外の因子（年齢と時代と主効果）から推定される従事
者比率とコウホートと含むすべての因子から推定される
従事者比率を算出し，その差分を各世代のコウホート効
果による従事者比率の増加量として算出した（図－ 5）。

「1996 ～ 2000 年」に生まれた世代は 2015 年の国勢調査
時の「15 ～ 19 歳」のみに該当するため，当該年齢階級
しか増加量がないが，それ以前に生まれた世代は国勢調
査を複数回受けているため，複数の年齢階級の増加量が
ある。1976年以降に生まれた世代のコウホート効果は生
まれた世代によって，増加量が異なるが，「15 ～ 19 歳」
では従事者比率を 0.002 パーセントポイント増加させ，
20 代（「20 ～ 24 歳 」 と「25 ～ 29 歳 」） で は 0.003 ～
0.015 パーセントポイント，30 代（「30 ～ 34 歳」と「35
～ 39歳」）では0.004～ 0.016パーセントポイント増加さ
せることが分かった。2005年以降の各年代の人口に占め
る林業従事者の比率は 10 代では 0.005 ～ 0.006％であり，
20 代では 0.03 ～ 0.04％，30 代では 0.03 ～ 0.05％である

図－ 5　 1976 年以降に生まれた世代のコウホート効果による
従事者比率の増加量
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生まれた世代では負の効果となった。コウホートの増加
の起点となった「1966 ～ 70 年」に生まれた世代は性別
によって，その推定値が異なっているため，「1966～70年」
に生まれた世代を基準とした各世代のコウホートの効果
増加量を算出した（図－ 9）。図より，「1986 ～ 90 年」

には 14％に，2000 年には 12％，2010 年には 6％となり，
女性が占める割合は常に20％以下であるものの，図より
コウホート以外は，全体と同じ傾向を示した。女性のコ
ウホートは全体より，変動幅が大きいが，増減のタイミ
ングは全体と同様の傾向であった。男女ともに「1971～
76年」に生まれた世代以降，コウホートが上昇し，男性
は「1976～ 80年」に生まれた世代以降，正の効果となり，
女性は「1986～ 90年」に生まれた世代と「1991～ 95年」
に生まれた世代で正の効果となり，「1996～ 2000年」に

図－８　年齢と調査年次において，推定値が最大となる因子
　　　　上図：農業，中図：林業，下図：水産業
　　　　 年齢階級「85 歳以上」は便宜上，85 歳から 90 歳ま

でとしている

図－ 7　林業における性別ごとの時代効果 図－ 9　 1966 ～ 1970 年に生まれた世代のコウホート効果に
対する各世代のコウホート効果の増加量

図－ 6　林業における性別ごとの年齢効果
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に生まれた世代以降，女性のほうが男性より増加量が多
いが，概ね同様の増加量であった。「1966～ 70年」に生
まれた世代以降のコウホート効果が増加した大きな要因
は，前述の通り，緑の雇用事業といった就業支援策と考
えられる。男女ともにコウホート効果の増加量は同程度
であることを踏まえると，就業支援策は性別を問わず，
従事者比率を増加させたと言える。

4．おわりに
APC 分析で年齢，時代，コウホートが各従事者比率

に与える影響を明らかにした結果，すべての産業で年齢
の影響が強く，時代の影響は小さいことが分かった。
1971年以降に生まれた世代のコウホートの影響は林業で
正の効果となっており，若年者への就業支援策は効果的
であり，特に 1976 年以降に生まれた世代は 20 代の従事
者比率を0.003～ 0.015パーセントポイント増加させ，30
代では 0.004～ 0.016パーセントポイント増加させることを明
らかにした。また，男女ともに同様の増加効果があり，
性別を問わず，就業支援策の効果はあったことを示した。
緑の雇用事業のような研修費用を補助する事業は，農業
と水産業でも実施されているものの，林業ほど，継続的
な効果が得られていない。緑の雇用事業が他産業の同様
の事業と比べて，若年者の就業支援に継続的な効果があ
った要因は分かっておらず，今後の分析が必要である。

若い世代で林業のコウホート効果が高いが，「1996 ～
2000年」に生まれた世代のコウホート効果は男女ともに
前の世代より減少している。この世代は 2015 年の国勢
調査時の「15 ～ 19 歳」のみに該当し，データが 1 つし
かない。「15～ 19歳」は高校や大学などの進学を選択し，
就業を選択しない場合がある。学校基本調査（文部科学
省2021）によると，1980年の高校進学率が94.2％である
のに対し，2015年が 96.6%となっており，分析対象期間
中に微増している。また，1980年の大学・短期大学への
進学率は31.9%であるのに対し，2015年は 54.5%となり，
進学率が増加している。このため，「1996～ 2000年」に
生まれた世代のコウホート効果の減少は進学の影響の可
能性も否定できない。当該データが 1 つしかないため，
若年者への就業支援策の効果の継続性や進学の影響を明
らかにするには，2020年以降の国勢調査の結果を分析す
る必要がある。また，就業支援事業として，大学校等で
学ぶ若年者に対する給付金の支給事業（青年就業準備給
付金事業）が農業では 2012 年以降に始まり，林業と水
産業では 2013 年から始まっている。この事業の影響は
本研究では2015年の国勢調査のみになるため，「1996～
2000年」に生まれた世代のコウホート効果と同様，2020
年以降の国勢調査の結果を分析し，給付金支給事業の効
果を評価する必要がある。
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